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令和３年度当初予算編成における事務事業の見直し結果について

１　見直し対象事業

２　見直し区分
　　見直した内容により、下記の５つの区分に分類しています。

Ａ 　事業の廃止

Ｂ 　事業を廃止し、再構築

Ｃ 　事業の効率化

Ｄ 　事業の終了・完了

Ｅ 　管理費、事務費の削減等

３　見直しによる削減効果
（単位：百万円）

一般財源

Ａ 　事業の廃止 24 245 168

Ｂ 　事業を廃止し、再構築 107 1,907 1,553

Ｃ 　事業の効率化 314 2,087 1,584

Ｄ 　事業の終了・完了 248 9,513 2,464

Ｅ 　管理費、事務費の削減等 161 324 304

854 14,076 6,073

４　主な見直し事項

 ・庁舎、県有施設の維持管理費や事業を実施するための事務費の削減
 　など、効率的な執行を行うもの

区　　　分 件数 削減額

合    計

 ・事業期間が終了したもの、又は事業目的が達成されたことによる事業
　 の完了

区　　　分 内　　　容

 ・目的の達成状況、費用対効果等を検証の上、廃止としたもの

 ・検証結果を踏まえ事業を廃止し、改善・工夫を加え、再構築したもの

 ・助成対象や実施方法等を見直し、効率的な実施が可能と判断したもの
 ・事業規模が縮小したもの

社会保障費、人件費をはじめ、県の裁量の余地が限られる経費等を除くすべての事業が対象です。
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次表のとおり(全100項目)。うち行政評価の対象事業には、番号欄に網掛けをしています(44項目)。

なお、行政評価では複数の事業を一まとめにして評価しているものもあり、事項数や見直し区分が

一致しないことがあります。

本県では、毎年、予算編成の過程の中で、既存の事務事業の見直し作業を実施しています。

大幅な財源不足が続く厳しい財政状況下において、新たな施策を展開していくための財源の確保は

重要な課題です。

本県では、福岡県財政改革プラン2017（平成29年度～令和3年度）に沿って、各年度、一般財源

ベースで５５億円の削減を行うこととしています。

見直しは、計画・実施・評価・改善（ＰＤＣＡ）の手法を徹底し、行政評価も活用しながら、目標

の達成度や費用対効果を考慮し、必要性や効果の低い事業については廃止するなど、抜本的に行いま

した。

この結果、事業費で約１４１億円、一般財源ベースでは約６１億円の削減を行い、プランにおける

令和３年度の目標額を達成しました。


